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夕張市の財政再建と財政健全化法 
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 はじめに 
 

 夕張市が赤字再建団体の準用指定の申請決定を行ったことで、メディアを初めとして大

騒ぎとなった。1954年（昭和29年）頃は、赤字再建団体は553自治体もあった。高度経済

成長が始まる直前の1960年（昭和35年）になっても府県11、市133、町村237の計387自治

体がまだ赤字再建団体であった。1975年（昭和50年）前から赤字再建団体はすべて解消し

たが、これは旧自治省が1971年（昭和46年）から法定分の交付税で不足する分を交付税特

別会計の借金を交付税に増額加算するなどの地方財政対策による財源保障を充実させてき

た結果である。 

 2000年に福岡県旧赤池町が赤字再建団体から離脱して以降はゼロになっていた。2008年

度以降夕張市が赤字再建団体入りをすることになり、他の自治体でも同様な財政破綻が起

きるのではないかとして大騒動になっている。確かに今日でも財務省等が交付税特会の借

入金や臨時財政対策債などをカットすれば、いつでも財政再建団体に転落する自治体が増

加する可能性はある。旧赤池町の場合はバブル時代に流行った第三セクターのテーマパー

クへの投資の失敗、夕張市の場合は、一時借入金を乱用しての第三セクター等を通じた過

剰投資の失敗がそれぞれ原因であった。今日では、普通会計（一般会計）は見かけ上健全

だが、地方公社、第三セクター等の他会計が赤字になっている自治体も相当ある。 

 これら他会計の赤字は塩漬け状態になっており表面化していないが、いずれ自治体が決

断し、これらを表面化させれば赤字再建団体は増えることも考えられる。夕張市の実質的

な赤字額はケタ違いだが、自治体はこれを他山の石として、自主的な財政再建を改めて推

進していく必要があろう。以下では、まず市民誰もが入手可能な夕張市の「決算カード」

をもとに夕張市の財政状況を外から分析した上で、北海道庁、夕張市等の自治体内部から

の財政状況調査結果、財政再建策を検討していこう。 
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 1. 夕張市の財政状況と財政破綻の原因 
 

(１) 諸収入による財源調達 

  ① 人口減少と歳入・歳出規模 

    歳入合計はピーク時の2001年度約200億円から2005年度約103億円に半減した（図

表１「人口減少と歳入・歳出」を参照）。なお以下の2005年度の数値は、夕張市の

当初の決算報告を北海道庁の助言により修正したものである（「夕張市議会報告｣、

2006.9.20）｡ 

    住民基本台帳人口は、1970年度の７万1189人から2005年度の１万3185人まで激減

したにもかかわらず、歳入は人口減少に完全対応して減少しているわけではない。 

  ② 地方税 

    地方税は人口減少とパラレルに減少している。人口が減少すれば、市税収の基幹

である市民税所得割、固定資産税が減収となるのは当然である。2004年度で市税約

９億７千万円のうち固定資産税約４億６千万円、個人住民税所得割約２億８千万円、 

 

図表１ 人口減少と歳入・歳出 
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   たばこ税約１億円が大半を占めていることがわかる。しかし市税の落ち込みは人口

減だけではない。市税の徴収率（調定額に対する収入済み額の割合）を見ると、住

民税所得割92.3％、固定資産税91.3％と非常に低い。さらに「決算カード」には出

ていないが、市税等の滞納状況を見ると、市税の滞納約6200万円、国保の滞納約１

億2000万円、住宅料の滞納約３億3400万円に達している。これに水道料金、医療費

自己負担分等を含めると６億1700万円にのぼっている（2005年度末）。 

  ③ 交付税 

    1970年度の交付税約10億円は、ピーク時の1990年度には約69億円に伸びている。交

付税が地方税の減収を支えてきたことが分かる（図表２「主な歳入の推移」を参照）｡ 

    しかし交付税も、1990年度から人口減少を反映して急減して、約34億円まで落ち

込んだ。全国の市町村レベルでは、2001年度から2003年度には普通交付税と臨時財

政対策債を合わせた額は伸びているが、夕張市はこれがずっと落ちている。普通交

付税は、基準財政収入額－基準財政需要額の差し引きで計算され、基準財政需要額

は単位費用×測定単位の数値（人口等）×補正係数で計算される。 

    夕張市は、人口減を初めとして小学校・中学校等の児童・生徒数、農家数など基 

 

図表２ 主な歳入の推移 
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      準財政需要額の計算の基本となる測定単位の数値が減少しているため、段階補正の

カット等もあるが、基準財政需要額が減少し、結果として普通交付税が減額となっ

ていると考えられる。 

    2004年度の普通交付税は前年度比１億６千万円減額となった。これは基準財政需

要額が１億４千万円減額となったが、基準財政収入額が１億４千万円増額となった

ためである。2004年度からは臨時財政対策債もカットされたため、全国市町村でも

夕張市でも普通交付税＋臨時財政対策債の額は落ちている。 

  ④ 地方債増発の限界 

    地方債を見ると1980年度約18億円、1985年度約19億円、1990年度約15億円と増発

が続いたが、1990年度には公債費比率22.3％、公債費負担比率24.7％となり、1995

年度には起債制限比率が23.8％となり、起債制限を受けるようになり、地方債によ

る財源調達が限界に達した。1980年代の地方債の増発は、夕張市の説明によれば、

1987年の北炭撤退に伴い住宅改良等事後処理費用約580億円のうち約330億円を夕張

市が地方債で負担したことが原因であるとしている。 

  ⑤ 「諸収入」による財源調達 

    人口減少に伴い地方税が減収となり、それを補てんすべき交付税も減少し、地方

債による財源調達も限界に達した中では、これら財政の基礎体力に見合った歳入・

歳出規模の範囲内で財政運営を行う必要があった。しかし夕張市は、この隘路を打

開するため諸収入による財源調達の導入に踏み切っていった。諸収入は、1990年度

約13億円から2001年度約59億円に急増している。総務省が2001年度に普通交付税を

カットし、その分を臨時財政対策債に振り替えた際に、夕張市は大幅な人口減等が

原因で、全国状況とは異なり、交付税＋臨財債が減少し続けたため、再び諸収入に

よる大幅な財源調達を行い、2004年度には約100億円に達する異常な事態となった。

2004年度で歳入規模約190億円に対して諸収入が約100億円で、半分以上を占めると

いう類例のない歳入構成である。この諸収入による財源調達が財政規模を本来の財

政的基礎体力の２倍に膨張させてきた。 

    諸収入の内訳は、次の図表のとおりである（図表３「諸収入の内訳」を参照）。

諸収入の中で、地方自治体以外の貸付金の元利収入が約93億円（約93％）を占めて

いる。ではこの巨額な貸付金の財源は何かというとこれが一時借入金であったとい

うことである。 

    夕張市は「炭坑から観光へ」を合い言葉に観光開発を最優先に地域振興を目指し 
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図表３ 諸収入の内訳 

 

地方税・使用料等の延滞金・加算金等   565万円

歳計現金の預金利子     ７万円

公営企業貸付金の元利収入   4000万円

地方自治体以外の貸付金の元利収入 92億5904万円

そ の 他 ６億6585万円

          出所）2004年度夕張市決算統計より作成。 
 

 

      たが、上に見たように地方税、交付税、地方債の財源制約がある中で、普通会計を

軸にした観光事業の拡大を図ると財政赤字が表面化してしまうため、これを回避し

地方公社、第三セクターなどに対する巨額な貸付を行いこれらを中心とした投資事

業を継続・拡大してきた。 

    その結果、諸収入は1990年度の約13億円から2004年度の約100億円まて雪だるま

式に増えてしまった。この諸収入の大半は貸付金の元利償還金である。 

 

(２) 歳出の半分近くの貸付金 

  ① 突出する「貸付金」 

    性質別歳出を見ると、2002年度から自主的財政再建が始まり、人件費や普通建設

事業費などの歳出が軒並み縮減される中で、「投資・出資・貸付金」だけが1990年

度約７億円、1995年度約17億円、2001年度約44億円、2003年度約64億円、2004年度

約93億円に膨れあがっている（図表４「主要歳出（性質別）の推移」を参照）。 

    この「投資・出資・貸付金」約93億円の内訳をみると、観光関係、商工関係が大

半を占めている（図表５「貸付金の内訳」を参照）。その他約43億円も、貸付金で

ある。 

  ② 繰出金代わりの貸付金 

    普通会計は、公営企業会計などに対して、法令の規定に基づき、必要な繰出金を

計上しなければならない定めがある。夕張市の「公営事業への繰出金」の状況を見

ると、2001年度約21億円あったが、2004年度には３億７千万円（国保約９千万円、

老人保健約１億３千万円、介護保険約１億５千万円、上水道約４千万円）に大幅

カットされている。 
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    その代わりに、後でみるように病院約27億円、国民健康保険約10億円、公営企業

約４億円などの貸付金を支出している。普通会計に繰出金を通常どおり計上すると

その分赤字が表面化するため、これを回避して貸付金で代替したわけである。 

  ③ 観光費・商工費・土木費の突出 

    行政目的別歳出を見ると、2004年度の歳出では、総務費39億円、商工費49億円、

土木費39億円が目立っている（図表６「主要歳出（行政目的別）の推移」を参照）。 

    特に商工費が突出している。これらの経費の内容を見ると、次のとおり、貸付金 

 

図表４ 主要歳出（性質別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５ 貸付金の内訳 

 

観 光 関 係 約30億円 

商 工 関 係 約14億円 

民 生 関 係 約３億円 

そ の 他 約43億円 

           出所）2004年度夕張市決算統計より作成｡ 
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図表６ 主要歳出（行政目的別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      が大半を占めている（「2004年度夕張市決算統計」）。 

    総務費の内容は、貸付金約17億円、補助費等４億円、投資単独事業費４億円、職

員給６億円などとなっている。 

    土木費の内容は、下水道への貸付金が約26億円で大半を占め、その他は維持補修

費約４億円、普通建設事業費が補助事業３億円、単独事業約３億円である。 

    商工費の内容は、貸付金約46億円が大半を占め、その他は補助費１億５千万円な

どである。 

    民生費の内容は、老人福祉への貸付金約３億円が占めている。 

    総務費、商工費を名目にして、観光事業等に対する貸付を積極的に行っており、

また土木費を名目に公営企業に対する繰出金の代わりに貸し付けを行っていること

が分かる。 

 

(３) 諸収入、貸付金の財源は一時借入金 

   普通会計は、諸収入を財源に他会計に貸し付けを行い、普通会計以外の地方公社、
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第三セクターなどで観光開発事業等を実施するとともに、公営企業に繰り出すべき繰

出金の代わりに貸付金で対応してきた。この諸収入、貸付金の財源はどこで調達した

のかが問題になる。これは普通会計の「決算カード」に表われないが実は一時借入金

で調達していたのである。 

   「決算カード」では一時借入金の額は分からないが、一時借入金の利子額は明示さ

れている。2004年度で一時借入金利子は5521万７千円になっている（図表７「一時借

入金利子、公債費の推移」を参照）。人口１人あたりで見る類似団体の83円に対して、

夕張市は4055円であり、約49倍となっている（2004年度）。この利子だけ見ても一時

借入金の額がいかに巨額であるかが推測される。 

 

(４) 財政収支の状況 

  ① 歳入歳出規模 

    歳入・歳出総額は、2004年度で約190億円程度になっているが、すでに見たよう

に「決算カード」には表われない巨額の一時借入金の年度ごとの借り替えが行われ

ており、夕張市の本来の基礎的財政体力とはかけ離れた財政規模といえよう。ちな 

 

図表７ 一時借入金利子、公債費の推移 
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      みに類似団体を見ると歳入規模約116億円、歳出規模114億円（2004年度）である。

夕張市は、歳入の諸収入約100億円、歳出の貸付金約90億円を差し引いた額が通常

の財政規模であろう。 

  ② 標準財政規模 

    標準財政規模（基準財政収入額＋地方譲与税＋普通交付税）つまり一般財源の規

模は、約48億円であり、類似団体の約62億円と比べても著しく低い（2004年度）。

これが一般財源ベースで見た夕張市の本来の基礎的財政体力であるといってよい。 

  ③ 実質収支 

    実質収支は2001年度約350万円、2002年度100万円、2003年度約100万円、2004年

度約100万円わずかながら黒字額を計上してきた。実質収支比率もずっとプラスマ

イナスゼロを計上し赤字決算を回避してきた。2005年度決算でも同様の黒字決算を

行ったが、財政再建団体の申請決定に伴い、北海道庁の助言により、各会計間の整

理を行い、実質収支の赤字を表面化することになったわけである。 

  ④ 経常収支比率 

    経常収支比率は116.3％となっており、その構成内容である人件費比率50.9％、

公債費比率29.6％も高い。 

  ⑤ 借金比率 

    公債費負担比率、公債費比率、起債制限比率はすべて上昇しており、地方債によ

る借金政策は限界に達している。特に起債制限比率は1995年度には23.8％になり起

債制限の対象となった。 

  ⑥ 借金残高 

    地方債残高は約137億円ある。地方債残高は、標準財政規模の２倍程度が望まし

いとされているが、夕張市は標準財政規模約48億円の２倍以上となっているが、こ

の程度の地方債残高は他市と比較してみても特段目立つほどではない。主な内容を

見ると、一般単独事業約21億円、公営住宅約36億円、過疎対策事業27億円、その他

は財源対策ための地方債残高が多い。 

    地方債の借入先は政府資金約83億円、公営企業金融公庫約12億円、民間金融機関

等約21億円であり、公的資金のウエイトが高い。地方債の利子３％以上が約34億円

ある｡ 

    債務負担行為（2005年度以降支出予定額）は、約33億円ある。これも債務保証の

具体的実行を迫られない限り問題はない。 
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  ⑦ 職員数等 

    職員数、特別職数、議員数、給与水準はいずれも減額している。しかし第三セク

ター等の人件費、定数削減はここでは表れていない。 

 

(５) 類似団体との比較 

   財政再建計画を策定する際には、類似団体比較を基本に歳入・歳出調整を行うこと

になっているため、次に夕張市と類似団体との財政状況を比較してみよう。 

   夕張市は、類似団体では「都市類型０－３」に該当し、北海道では、芦別市、赤平

市、紋別市、名寄市、三笠市、砂川市などが類似団体となる。この類型は、人口（住

民基本台帳人口）26904人、面積227.85平方キロである（『2004年度市町村別類似団

体指数表』、地方財務協会、2006.9.29）。 

   夕張市は人口14438人、面積763.20平方キロであり（2004年度）、類似団体に比し

て人口は半分、面積は３倍で、相当な乖離がある。類似団体との比較検討の際は、こ

の乖離を充分考慮しておく必要がある。類似団体比較は、当該自治体の財政状況の客

観的位置を見定めるためのものである。 

  ① 歳入比較 

    夕張市は、諸収入、地方交付税、国庫支出金、使用料が類似団体に比して大幅に

上回っている。諸収入の異常さの原因はすでに見たように他会計に対する貸付金の

回収金である（図表８「歳入の類似団体比較」を参照）。 

    交付税がかなり高いのが注目される。これは産炭地補正で交付税の増額が行われ

てきたといえよう。しかしこれも2007年度から廃止が決まっている。 

    使用料は自主的財政再建で引き上げを行ってきたものであろう。地方税が下回っ

ているのは、前述したように、人口減もあるが市税、固定資産税の徴収率の低さも

原因である。 

    地方税収を見ると、個人所得割、法人税割、固定資産税が下回っている。特に固

定資産税の低さが目立っている（図表９「地方税収等の類似団体比較」を参照）。 

    これも徴収率の低さが原因であろう。バブル崩壊、サラリーマンのリストラ等で

所得が減少したため支払えないのか、支払い能力があるのに納入しないのかの吟味

が必要になる。 

  ② 歳出比較 

    性質別歳出で見ると、繰出金以外はすべての歳出で上回っている。とくに投資・ 
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図表８ 歳入の類似団体比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表９ 地方税収等の類似団体比較 
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   出資・貸付金がケタ違いで高い。そのほか、人件費、公債費、物件費なども高い

（図表10「歳出（性質別）の類似団体比較」を参照）。 

    目的別歳出で見ると、農林水産費以外はすべての歳出で上回っている。とくに総

務費、土木費、商工費、民生費、公債費の高さが際立っている（図表11「歳出（行

政目的別）の類似団体比較」を参照）。これらもすでに上で見たように、貸付金が

大半を占めている。 

    地方債現在高、債務負担行為額のいずれも大きく上回っている（図表12「借金残高、

積立金の類似団体比較」を参照）。地方債元利償還金も２倍以上になっている。先ほ

ど見たように一時借入金の利子は大きく上回っている（図表13「一時借入金利子の類

似団体比較」を参照）。職員給与等の水準は、この間の自主的財政再建努力で軒並み

引き下げられてきている（図表14「職員給与等の類似団体比較」を参照)｡ 

    職員数はかなり上回っている（図表15「一般職員数の類似団体比較」を参照）。

これは急激な人口減に対して職員数は短期間では削減できないこともある。また過

疎地域では、「規模の経済」が働かないため、一般的に人口に比べて職員数は多い。 

 

図表10 歳出（性質別）の類似団体比較 
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図表11 歳出（行政目的別）の類似団体比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表12 借金残高、積立金の類似団体比較 図表13 一時借入金利子の類似団体比較 
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 2. 再建団体化による財政再建 
 

 夕張市は、①諸収入が1970年度の約３億円から2004年度の約100億円に急増し、②貸付

金も1970年度の５千万円から2004年度の約93億円に急増し、③一方では人口減に伴う地方

税、交付税の減少が続き、地方債発行も限界に達する中で、④日銀のゼロ利率解除が行わ

れ利子率の上昇が確実視される新たな情勢に直面し、ついに市長は市議会で地方財政再建

特別措置法に基づく財政再建を行うと表明せざるをえなくなった（2006.6.20）。 

 こうなる前に北海道庁は、過去２回にわたって夕張市に助言を行ったとしている。１回

目は2002年度に債務残高が膨れあがった際に自主再建に取り組むべきとしたとき、２回目

は2004年度に一時借入金による財務手法の説明が行われた際に正常化プランを作成すべき

としたときである（北海道議会予算特別委員会議事録、2006.7.5）。その後、夕張市は自

主的財政再建に努力してきたが、抜本的改革に及ばず力つきたものと考えられる。諸収入

（一時借入金）による財源調達と貸付金による投資事業の急増はすでに1980年代前後から

はじまっており、北海道庁の助言も余りに遅きに失したといえよう。 

図表14 職員給与等の類似団体比較 図表15 一般職員数の類似団体比較 
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 北海道庁は、夕張市長の財政再建団体化による財政再建の申請表明を受けて、「夕張市

財政再建対策会議」を設置し、①地域経済や住民生活への影響把握とその対策、②道の支

援策の検討、③財政再建計画策定への助言・協力などを決定した。 

 いずれにしても夕張市の財政再建団体の準用指定の申請決定を受けて、北海道庁は、夕

張市の財政調査や財政再建計画づくりに対する助言等を行うことになった。助言というが、

実質的には夕張市は、従来と異なり、国の管理下ではなく北海道庁の管理下に置かれるこ

とになったといえよう。 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 各会計の債務状況 

   北海道庁（企画振興部）は、現地調査の結果、夕張市の財務処理手法と一般会計・

特別会計の債務状況調査結果（中間報告）を公表した（2006.6.29）。そこで以下の

とおりの問題点を指摘した。 

  ① 一時借入金による不適切な財務処理 

    普通会計（一般会計）が、資金不足になっている特別会計（第三セクター・地方

公社、公営企業会計等）に対して貸付金を支出する。この特別会計は、この貸付金

で資金不足を補てんする。この特別会計は、翌年度の予算からこの貸付金を一般会

計に償還する。一般会計は貸付金の財源は一時借入金で調達していたが、この特別

会計からの償還金で一時借入金を償還する。この一般会計と特別会計の手続きは毎

年度４月１日～５月31日までの出納整理期間中の同一日に処理する。 

    この結果、一般会計、特別会計とも見かけ上は収支がバランスすることになる。

一時借入金は、一般会計の「決算報告書」では年度内の借入金額と償還金額が一致

しているため問題にならないわけである。 

    地方自治法では一時借入金について、a)借入れ限度額を予算で定める、b)一時借

入金は年度内に償還する、c)出納整理期間中に償還することは差し支えないと規定

している（地方自治法第235条の３）。限度額に制限はないため、また一時借入金
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を出納整理期間中に償還しているため、その限りで夕張市の一時借入金方式は違法

ではない。 

    次の文章を見ると一時借入金について、夕張市に限らず過去に同じような運用が

行われていたことが伺える。「前の年度の一時借入金を翌年度の一時借入金で償還

し、それを毎年度繰り返して、あたかも地方債を一時借入金に肩代わりしたような

例が過去においてみられたが、昭和38年度の改正で、５月31日までは、当該年度の

収入金をもって償還できることとされたこともあり、このような不正常な運用がな

いよう厳に留意する必要がある」（『逐条地方自治法』、松本英昭、2005.6.10、

学陽書房）。 

    しかしこの一時借入金方式を毎年度繰り返すと、特別会計の資金不足が続く限り、

また資金不足の原因が改善されない限り資金不足は増え続け、これを補てんする貸

付金も増え続けることになる。その結果、一般会計の一時借入金の借入額とその元

金償還は利子も含めて増え続けることになる。 

    地方債と異なり、一時借入金は地方財政計画や交付税による財源保障が行われて

いないため、一時借入金を一般会計に貸し付けている金融機関が、諸事情で一端貸

し渋りや貸しはがしをはじめると、これらの一時金は財源保障がないため直ちに不

良債権化し、一般会計はたちまち資金ショートによる財政破綻に見舞われ、その貸

付金で運営している他の会計も連鎖的に財政破綻を来すことになる。 

    これらを踏まえて北海道庁は、この一時借入金の運用方法は、a)特別会計等の実

質的な赤字を見えなくする、b)持続不可能な財政運営である、c)不適切な財務処理

であると指摘したが、当然の指摘であろう。 

  ② 各会計ごとの債務状況 

    北海道庁は調査の結果、次のとおり、一時借入金のうち実質的な資金不足額

288.1億円、地方債等残高261.7億円、債務負担行為額82.6億円の合計632.4億円の

債務状況の全貌を明らかにした（図表16「夕張市の債務の概要」を参照）。ここで

一時借入金の実質的な資金不足額というのは、通常の一時的な資金不足を補う一時

借入金とを区別したものであろう。 

    メディアも含めて夕張市は632.4億円の財政赤字で破綻したと大騒ぎになった。

しかしその前にこの債務内容を冷静に検討する必要がある。まず地方債残高等

261.7億円のうち普通会計分、公営企業会計・公営事業会計は、従来の国や都道府

県の許可制の下で発行された地方債、企業債の残高であり、これらは地方財政計画 

自治総研通巻342号 2007年４月号



－ 65 － 

図表16 夕張市の債務の概要 

（単位／億円） 

区    分 

一時借入金

(実質的資金

不足) 

長期借入金残高

（地方債等）
債務負担行為 合  計 

一 般 会 計 145.4 109.6 15.8 270.8 
普 通 会 計 

住 宅 管 理 37.7 15.7 53.4 

上  水  道 24.1  24.1 

病    院 27.0 4.5  31.5 

公共下水道 21.7  21.7 

市    場   

観    光 90.0 6.2 46.4 142.6 

公営企業会計 

宅 地 造 成 1.8 4.3 6.1 

国民健康保険 9.5 0.1 9.6 

老 人 保 険 4.0  4.0 公営事業会計 

介 護 保 険 0.3 0.3 

石炭の歴史村 3.4 15.9  19.3 

夕張観光開発 1.5 4.4  5.9 第三セクター 

夕張木炭製造   

夕張土地開発 7.3 35.4  42.7 
地 方 公 社 

夕張振興公社 0.4  0.4 

合    計 288.1 261.7 82.6 632.4 

 出所）北海道庁の「中間報告」（2006.6.29）を簡略化した。 
 

 

      や交付税制度によって財源保障が行われており不良債権化することはない。ただし

第三セクター、地方公社の長期借入金に対しては、このような財源保障はない。ま

た債務負担行為額も具体的に債務保証の実行を求められない限り問題はない。 

    そうなると一時借入金288.1億円、第三セクター、地方公社の長期借入金56.1億

円が、当面の実質的な赤字ということになる。したがって632.4億円の赤字だとい

うのは騒ぎ過ぎである。とはいっても当面の344.2億円の償還は容易ではない。 

 

(２) 各会計の実質赤字額 

   北海道庁は、現地での財政調査の「中間報告」に引き続き、以下のとおり、「経過
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報告」をとりまとめ公表した（2006.8.1）。「中間報告」では、一時借入金について、

これを借り入れた会計ごとに区分していたが、「経過報告」では、一時借入金を実質

的赤字額として把握し、会計ごとに計上すべき実質赤字額として再整理を行ったとし

ている。実質赤字額は257.3億円で、その中でも144.7億円の観光事業会計の赤字額が

突出している（図表17「夕張市実質赤字の状況」を参照）。 

   ちなみに地方財政再建特別措置法によると、1954年度（昭和29年度）時点での赤字

は、a)歳入が歳出に不足するため翌年度の歳入を繰り上げて充用する場合、b)実質上

歳入が歳出に不足するため債務支払いを翌年度に繰り延べた場合、c)若しくは当該年

度に実施すべき事業を翌年度へ繰越した場合とされ、形式収支、実質収支の赤字の双

方が考慮されていた。 

   1961年度（昭和36年度）以降は、一般会計の前年度の実質収支の赤字額が都道府県

でマイナス５％、市町村でマイナス20％以上の赤字となった団体は、準用再建を行う

場合でなければ、国直轄事業、災害復旧事業以外の事業の起債制限を受けることに

なった（地方財政再建特別措置法第23条、同政令第11条の２の１、２、３項）。 

 

図表17 夕張市実質赤字の状況（2005年度） 

                               （単位／億円） 

区    分 中 間 報 告 実質赤字額 

一 般 会 計 145.4 33.8 
普 通 会 計 

住 宅 管 理 0 0 

上 水 道 ▲ 0.5 

病   院 27.0 39.4 

公共下水道 10.4 

市   場 ▲ 0.2 

観   光 90.0 144.7 

公 営 企 業 

宅 地 造 成 19.2 

国民健康保険 9.5 6.9 

老 人 保 険 4.0 5.0 公 営 事 業 

介 護 保 険 ▲ 1.4 

合    計 275.9 257.3 

        出所）北海道庁の財政調査（経過報告、2006.8.1）を簡略化した。 

               注）数値はすべて赤字額で、▲の数値は逆に黒字額である。 
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   このため再建団体の準用指定を受けるには、夕張市も一般会計をはじめとして、会

計ごとの実質的な赤字額を確定する必要があるのである。 

   この北海道庁の示した整理にあたっての考え方は、次のとおりである。これは非常

に重要なポイントであり、他の自治体での自主的財政再建計画づくりにも参考になる

ので、具体的に紹介しておきたい。 

  ① 普通会計から他会計に対する貸付金は、貸付先の会計の実質赤字額とする。 

  ② 繰出基準のある会計については、 

   a) 普通会計からの繰出額が、本来、繰出すべき額に不足している場合は、その不

足額は普通会計の実質赤字額に加算する。 

   b) 普通会計からの繰出し額が、本来、繰出すべき額より多い場合は、その超過額

は他会計の実質赤字額に加算する。 

  ③ 繰出基準のない会計（宅地造成、観光会計）については、普通会計からの繰出額

を他会計の実質赤字額に加算する。 

   なお実質赤字からは、次の項目は、市が負担すべきものではないため、除外されて

いる。 

   a) 公社、第三セクターなどの一時借入金12.2億円は、市の会計ではないので除外

している。これらについては、今後、さらに財政調査を行うことになっている。 

   b) 夕張木炭製造株式会社に対する貸付金15.9億円は、市が負担すべきものではな

く、通常の債権・債務の関係にあり、除外している。 

   c) 病院会計の未収金2.1億円、水道会計の未収金0.6億円は、近日中に収入となる

見込みの料金収入であり、除外している。 

   d) 債務負担行為は124.7億円のうち市の分82.6億円、公社等の分68.3億円であり、

市に影響はないが、債務保証等が実行される場合には、市の保証が求められると

共に利子の負担が発生することもあるとしている。 

   北海道庁は、また2001年度からの実質赤字額の推移を把握し公表している。それに

よると2001年度の実質赤字138.5億円が、2005年度には257.3億円に膨れあがっている

ことがわかる（図表18「実質赤字の推移」を参照）。この会計ごとの実質赤字の推移

を見ても観光事業会計の赤字額の突出が分かる（図表19「各会計の実質赤字の推移」

を参照）。 

   夕張市は、この257.3億円の実質赤字額を、今後、年次計画に基づき償還していか

なければならない。それが財政再建計画である。 
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図表18 実質赤字の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表19 各会計の実質赤字の推移 
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   北海道議会では、巨額の一時借入金を貸し付けた金融機関にも貸手責任があるとし

て、金融機関に対して債権放棄を求め、夕張市は借金を踏み倒すべきとの単純な市場

原理主義に基づく暴論もあったが、強制的な債権放棄・無責任な債務不履行は、地方

債等を引き受けている金融機関をパニックに陥らせ、地方債の利率の高騰や貸し渋

り・貸しはがしなどが全国一斉に始まる可能性もあり、その分がすべて市民負担に転

嫁され、1800自治体、市民に及ぼす悪影響は計り知れない。さすがに当該議員は発言

の議事録削除を求め了承された。 

   この実質赤字の償還は、地方税、交付税等の一般財源で行うことになる。夕張市の

標準財政規模（一般財源）は、48億円しかない。財政再建団体化しても夕張市は法令

で定められた事務事業、不可欠な地方単独事業も実施しなければならない。こうした

中、夕張市は、まずこの実質赤字額の全額償還の計画と実質赤字額を生み出した原因

の計画的除去を内容とした財政再建計画の策定が求められる。 

 

(３) 夕張市、債務の確実な償還を決定 

   夕張市は、以下のとおり、「財政再建の基本的な考え方」をとりまとめ、北海道庁

の助言の下、財政再建計画の策定に取り組むことになった（2006.9.8）。 

  ① 夕張市はわが国の主要な産炭地として発展してきたが、エネルギー事情の大きな

変化により昭和30年代後半以降、平成２年までの間、炭坑閉山が相次ぎ、人口は

ピーク時の10万８千人から現在１万３千人まで減少した。 

  ② 夕張市は雇用の場を創出し、人口の流出を食い止めるとともに、市民に対する行

政サービスを確保するため、石炭産業に代わる観光振興、住宅や教育、福祉対策な

どに多額の支出を行ってきたが、その行政運営は、本市財政の許容範囲を超えたも

のになった。 

  ③ 人口の激減に対応すべき組織のスリム化は大きく立ち遅れ、総人件費の抑制も不

十分であったこと、さらには社会基盤整備に伴う公債費負担が拡大したことなどか

ら、本市の財政は極めて硬直的な状況に陥ってきた。 

  ④ 財政状況が逼迫する中でとってきた一時借入金を財源とする会計間・年度間にお

ける不適切な会計処理手法により、赤字決算を先送りしてきたことによって、実質

的な赤字は膨大な額となった。 

  ⑤ 夕張市は、これまでの不適切な財政運営を深く反省し、これを改め、多額な債務

を確実に返済することとし、今後、徹底して情報公開を進め、市民の理解と協力を
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得ながら、行財政を根底から見直し、地域の将来に向けて透明性の高い持続可能な

財政構造に向け、不退転の決意で財政再建に取り組む。 

   この「基本的考え方」の作成にあたって、国のエネルギー政策の急激な転換による

影響など国の責任に言及するような表現は削除されたといわれるが、これは北海道庁

が総務省の支援を求めるため、総務省の思惑を忖度し過ぎた結果である。いずれにし

てもこの簡潔な文章の中に、炭坑閉山後の夕張市が観光開発に命運を賭して失敗に終

わったことへの万感の思いが読み取れる。 

   またこれらに基づく具体的な取り組みは以下のとおり実施することになった。 

  a) 事務事業の見直しについては、住民生活に必要な事務事業以外は中止・縮小、補

助金支出の原則取りやめ、組織・施設等の集約化・廃止、第三セクターの赤字補て

んの中止などを行う。 

  b) 歳入確保については、市民税負担の見直し、使用料・手数料の見直し、使用料の

徴収率アップなどを実施する。 

  c) 総人件費抑制については、職員採用の停止・早期退職の促進・職員数の早期削減、

組織・機構の見直しによる職員数の削減、給与水準引き下げ・制度見直しによる人

件費抑制などを行う。 

  d) 観光事業見直しについては、不採算の観光事業の中止、公園等公共性の高い施設

の経費削減、業務の委託先の見直し・観光施設の民間売却などを行う（図表20「観

光施設の存廃検討状況」を参照）。 

  e) 病院事業の見直しについては、公営企業再建計画による抜本改革、他の医療機関

との連携・必要最小限の医療機能の存続を基本とした経営改革、不良債務の計画的

解消などを行う。なお病院の再建については、「夕張市市立総合病院の経営改革等

に関する意見書」（長隆・公認会計士、伊関友伸・城西大経営学部助教授）が出さ

れており、地方公営企業法第43条１項に基づく病院再建、指定管理者制の採用、病

床の170床から30床の減少、老人保健施設150床の新設、現行病院職員の退職、指定

管理者運営の病院への再就職などを内容とした再建策となっている。これに対して

夕張市は公設民営を基本に受け入れる方針を固めたとされる（2006.9.10）。 
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図表20 観光施設の存廃検討状況 

 

収益見込めなければ廃止 石炭博物館、炭坑生活館、化石のいろいろ展示館 

収益見込めなければ休止

売却 

水上レストラン、歴史村の飲食・売店、駐車場、ユーパロの湯、パー

クゴル場、めろん城、紅葉山工場、夕張鹿鳴館、黄色いハンカチ想い

出広場 

売却検討 ホテルマウントレースイ、レースイスキー場 

休止・他に活用・売却 ホテルシューパロ 

市管理・休止を検討 

石炭の歴史村公園、ローズガーデン、グリーン大劇場、キャンプ場、

歴史村公園便益施設、郷愁の丘ミュージアム公園、丁未風致公園、同

公園風美亭、めろん城公園 

休止・市管理を検討 生活歴史観、シネマのバラード、センターハウス 

市民への委託・休止 「北の零年」希望の杜 

休  止 
ロボット館、世界の動物館、ＳＬ館、宿泊研修施設「ふれあい」、ロ

ーラールージュ 

 出所）日本経済新聞（2006.9.29）より作成。 

 

(４) 赤字額は630億円、20年で償還 

   夕張市は、2007年３月の財政再建計画の同意に向けて、以下のとおり、「夕張市財

政再建の基本的枠組み案について」で、行政水準を「全国で最も低い水準」、市民負

担を「全国で最も高い水準」に設定し、解消すべき赤字額、歳出削減、歳入確保の基

本的枠組み案を公表した（2006.11.14）。 

   この「枠組み案」による赤字額約360億円の償還には、約20年程度の期間が見込ま

れるとした（図表21「夕張市の歳出削減・歳入増の一覧」を参照）。なお「石炭の歴

史村観光」が破産申請を行い（2006.11.29）、負債総額は約75億円であるが、そのう

ち市からの借入額約27億円は、すでに360億円の赤字額に含まれている。 

 

図表21 夕張市の歳出削減・歳入増の一覧 
 

削減項目 削減額等 主 な 削 減 内 容 

1. 赤字解消額 約360億円 

一般会計、観光事業会計、下水道事業等の他会計、第三

セクターに係る損失補償等の現時点で見込まれる総額で

ある。最終的な解消すべき赤字額は財政再建計画の策定

の中で明らかにする。 

2. 総人件費 大幅削減 職員数、給与水準、手当を全国最低水準にする。 

 ● 職員数 最小規模 2009年度までに平均以下、2010年度までに人口規模が同 
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削減項目 削減額等 主 な 削 減 内 容 

  程度の市町村の最小規模にする。 

 ● 部 制 廃 止 2007年度から部を廃止する。 

 ● 課制（17課） 

 

10課削減 

 

2010年度までに市長部局を17課から７課程度に削減す

る。 

 ● 特別職給与 60％削減  

 ● 一般職給与 

 

30％削減 

 

2007年度から15％を30％削減にする。各手当も削減後額

で算出する。 

 ● 特殊勤務手当 全 廃 2009年１月から全廃する。 

 ● 期末・勤勉手当 ２ヶ月分削減 当面、２ヶ月分削減（約60％減額）する。 

  ● 特別職退職手当 停 止 当面、支給しないことにする。 

 ● 一般職退職手当 

 

４分の３削減 

 

2006年57ヶ月～2010年20ヶ月（４分の１）まで段階的に

削減する。 

 ● 職員年収 

 

40％削減 

 

上記の措置で年収は最大40％減で、全国最低水準とな

る。 

3. 事務事業 

 

中止・縮小 

 

市民生活に必要な事務事業以外は中止・縮小、補助金は

原則廃止する。 

 ● 経常的経費 

 

必要最小限 

 

地理的・気象的特殊性を除き、全国でも低い水準にす

る。 

 ● 投資的事業 必要最小限 学校統合事業など真に必要なもの以外は行わない。 

 ● 扶助費 原則廃止 扶助費は単独事業は廃止し、補助事業のみとする。 

 ● 物件費 

 

４割削減 

 

賃金、旅費、消耗品、高熱水費、委託料など消費的経

費。 

 ● 維持補修費 ３割削減 市が管理する公共施設を維持、補修する経費。 

 ● 補助費等 ８割削減 各種団体への補助金等の経費。 

4. 観光事業 売却・民営化 

不採算の観光事業は実施しない。観光施設の売却や運営

管理に一般財源を投入しないことを前提に民間事業によ

る運営の見直しを進める。 

5. 病院事業 公設民営化 
現在の病院規模を相当程度縮小した上で、公設民営化に

よる経営を目指し検討する。 

6. 公共施設 

 

統廃合 

 

各公共施設は、必要最小限のもの以外は、休止・廃止す

る。 

 ● 集会・体育施設 休止・廃止 必要最小限以外は休止･廃止する。 

 ● 連絡所（５カ所） 廃 止 2007年度から５連絡所はすべて廃止する。 

 ● 小学校（７校） １校 

 ● 中学校（４校） １校 

７小学校、４中学校は、統廃合し、2010年までに各１校

にする。児童・生徒の通行手段としてスクールバスを運

行する。 

7. 市民負担 

 

負担増 

 

市税は上限税率で負担する。徴収を強化する。使用料を

引き上げる。 
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削減項目 削減額等 主 な 削 減 内 容 

 ● 市民税（均等割） 500円アップ 個人均等割を3000円から3500円に引き上げる。 

 ● 市民税（所得割） 0.5％アップ 所得割を6.0％から6.5％に引き上げる。 

 ● 固定資産税 0.05％アップ 1.4％から1.45％に引き上げる。 

 ● 軽自動車税 1.5倍 現行税率の1.5倍に引き上げる。 

 ● 入湯税 新 設 150円 

 ● 施設使用料 50％アップ 各種施設の使用料を50％引き上げる。 

 ● ゴミ収集 有料化 家庭系混合ゴミ２円／、粗大ゴミ20円／㎏ 

 ● 保育料 アップ 国の基準額に引き上げる。 

 ● 下水道使用料 970円アップ 1470円から2440円に引き上げる。 

出所）「夕張市財政再建の基本的枠組み案について」（2006.11.14）より作成。 
 

 

   夕張市は、約630億円の赤字を20年間で償還するため、「夕張市の歳出削減・歳入

増の一覧」に見られるような、全国最低水準の行政水準への引き下げを図るための、

極限的な行財政改革と市民負担増の方向を打ち出した。またこれらによる市民負担増

の試算も明らかにした（図表22「夕張市歳出削減・歳入増による市民負担増」を参

照）。 

 

図表22 夕張市歳出削減・歳入増による市民負担増 

 

年 齢 ･ 家 族 構 成 負 担 増 

① 65歳以上１人暮らし 年金のみ、年収200万円 

② 持家・軽自動車・下水道なし 年、4340円負担増 

③ 年収400万円、40歳台夫婦２人、小学生、幼児２人 年、16万5880円負担増 

④ 300㎡土地・持家、年収500万円、50歳台夫婦、学生子供２人 年、４万8480円負担増 

  注）施設利用料の50％引き上げ分は含まれない。 

  出所）「夕張市財政再建の基本的枠組み案について」（2006.11.14）より作成。 
 

 

   これらのうち市民会館の全館休止（2007年から）、体育施設、市営球場など４施設

の廃止、市民健康広場の休止（2007年から）、美術館、図書館の廃止、養護老人ホー

ムの廃止（2008年から）などが具体的に決まり、通院交通費補助、高齢者敬老パス、

ホームヘルパー派遣事業なども軒並み廃止が検討中である。小中学校の統廃合などを

含めて考えると高齢者、子供などに生活上の負担増がのしかかってきている。 
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   こうした中、夕張市内各地で市民集会が開かれ、市当局は「夕張市財政再建の基本

的枠組み案」の説明を行い、市民の理解を得る努力をしたが、「原因究明や責任追及

しないまま負担を押しつけるのは筋がとおらない」などの厳しい意見が続出し、一部

退席者も出るところもあった。何にもない者同士がいくら議論しても打開の方向は出

てこない。夕張市、市民の努力は当然だが、国や北海道庁の思い切った支援策が求め

られている。 

 

(５) 財政再建か財政処理か 

   東京中心のあらゆるメディアが夕張市の財政運営の失敗に対して連日のバッシング

を行い、これに乗じて総務省は、夕張市に全国最低水準の行政水準、全国最高水準と

もいえる市民負担増を強要しながら平然としている。あわよくば夕張市を今後の財政

再建のモデルにしようとしているかのようである。これらに対して、地元の北海道新

聞の次の記事は夕張市市民の絶望的惨状と中央・地方の政治の無策を訴えて余すとこ

ろがない。 

 

    “菅総務省は「厳しいことも必要」と述べた。放漫財政の付けは住民が払って当

然という声もある。もちろん借金は返すものだ。だが完済した時に多くの住民がい

なくなっているような計画が、そもそも再建の名に値するのか。知恵も工夫もあっ

ていいはずだ。拓銀が都市銀行で始めて破たんしたとき、救済策の枠組みはなかっ

た。道内経済は大変な影響を受けた。金融システムに動揺が広がると、大手行に公

的資金が注入され、不良債権が処理された。今銀行は過去最高の利益を出す。あの

とき、政府は無策で、北海道は実験台となった。今も夕張は崩壊して構わないとい

わんばかりだ。地域を切り捨てて住民を故郷から追い立てるのでは、政治など虚無

にすぎない”（北海道新聞、2006.11.26）。 

 

  ① 存続不可能から存続可能な財政再建計画へ 

    夕張市の人口は13165人（2006年６月末）であったが、７月末で447人減（前年同

月比）、８月末で467人減（前年同月比）となり、２ヶ月間で86人も減少した。夕

張市の予定する財政再建計画では、人口流出が今後もさらに加速することが予測さ

れる。さらに夕張市と北海道庁は、歳入減・歳出カットを徹底するため、人口推計

を見直し、20年後には人口は半減し6000人にしようとしている（北海道新聞、
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2006.10.14）。 

    このまま人口減が続けば、約360億円の債務を20年掛けて償還するといっても誰

が償還するのか。残った者が少数になれば、１人あたりの償還額は天文学的数字に

なり、償還自体が不可能になる。しかも移転できない高齢者等税負担能力のない者

が大半を占めることになる。この財政再建計画は、「再建計画」ではなく、単なる

「処理計画」にすぎないと言っても過言ではない。 

    夕張市職員209名（回答者189名）、管理職53名（回答者35名）に対するアンケー

ト調査結果によると、早期に退職191名、数年内に退職53名となり、85.3％の職

員・管理職の退職規模が明らかになった（夕張市職員労働組合、2006.12.1）。こ

れを現行職員数262人に乗ずると223人が退職、残るのは39人になることになる。人

口195人の青ヶ島村（東京都）ですら職員数は30人いる。 

    市の職員が年収で40％カット、退職金で57ヶ月から20ヶ月への削減では、家族を

含めた通常の生活が成り立たず、まともに働く者もいなくなるのは当然であろう。

これでは夕張市の自治体そのものの解体になってしまおう。中央のメデイアは、職

員は給与が半減しても責任をとって働くべきであるとの批判を繰り返しているが、

自治体では職員は首長の指揮命令に背けば分限処分の対象となるという厳格な法令

の下で業務を遂行しているのであり、一般の職員に責任を負わせるというのは、無

責任な発言であろう。 

    中央・地方とも官僚任せの財政処理計画では、夕張市の存続は不可能であり、夕

張市の消滅となる恐れがある。政治のリーダシップで、国・道庁による思い切った

支援策を打ち、夕張市の存続可能な再建計画へと転換すべきである。 

  ② 国の支援措置 

    地方財政再建特別措置法では1954年度（昭和29年度）の財政赤字については、財

政再建債の発行によりすべて一時的棚上げを図った経緯もある。1955年度（昭和30

年度）以降は、赤字解消のための一時借入金とその利子分の特別交付税による利子

補給だけに限定されてしまった。これからの財政再建団体については、財政再建債

の復活をはじめとして思い切った財政措置を講じるべきであろう。また全国各地の

自治体でも一時借入金で年度末の資金繰りを行うところが多く、金額は夕張の場合

とは全く異なるが、日銀のゼロ金利解除で短期金利の上昇は避けられず、財政悪化

も看過できない。 

    総務省は、これらを受けて現行の地方財政再建特別措置法の改正の際に、財政再
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建債（赤字地方債）の発行を可能とするよう、財務省と協議する意向であるとされ

る。総務省は、夕張市についても「徹底的な行財政改革の断行」を条件に適用対象

にすると発言しているが、官僚のみの杓子定規な度の過ぎた行財政改革は、上にみ

たようにむしろ逆効果になりかねない。 

    夕張市に対しては、a)一時借入金分を財政再建債として早急に許可する、b)約

360億円の実質赤字を一時棚上げする、c)財政再建債の償還期間を延長する、d)財

政再建債を長期・低利の公的資金への借り替えする、e)財政再建債の利子負担の特

別交付税等による軽減などの支援措置を機動的に打ち出すべきである。 

    一時借入金等の地方債化（赤字地方債化）により、従来、地財計画、交付税等に

よる財源保障の適用外であったものが、財源保障の対象となることによって不良債

権化を防ぐことができる。また現在、引き続き夕張市に対して、一時借入金の融資

を継続している民間金融機関（14機関）に対する実質的な債務保証ともなり、北海

道の地域金融システムの安定化にも資することになる。大手銀行の不良債権処理の

ために、国が国民の血税を公的資金として投入した額に比べればほんの微々たる額

にすぎない。夕張市等が十分な説明責任を果たし、徹底的な財政情報の公開を行え

ば国民の納得は十分得られよう。 

    首長の失政、議会、監査委員等の予算、決算のチェックができなかったことの責

任は、財政再建計画の見通しがついた段階で厳しく追及すればよい。 

  ③ 北海道庁の支援措置 

    北海道庁は、すでに夕張市に対して、道市町村振興基金からの短期資金融資や長

期貸出金の償還猶予などの支援措置の実施を決定している。この他、北海道庁は、

道の公共事業の優先的実施や、雇用、医療、福祉など住民生活に直結する分野の支

援策を積み上げることを決めた（2006.10.6）。具体的には、a)道路整備など道単

独の公共事業の優先実施や新規施設、b)国のモデル事業の導入支援、c)除雪など市

の事業の代行実施、d)税徴収率の向上への協力、e)道や道関係団体の主催する会議

の優先開催などである。 

    これらの細々とした支援策も必要だが、北海道庁も国と共に360億円の赤字額を

資金融資するなど、もっと思い切った支援措置を発動すべきであろう。 

    また道庁は、総務省に対して、夕張市の不良債務解消策に関連して、a)財政再建

の法的適用の観光事業、下水道事業への拡大、b)利子補給による金利負担の軽減、

c)雇用確保、住民負担軽減につながる産業振興策、公共事業の重点実施などを要望
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した（2006.11.20）。これらが早期に実現されることを望みたい。ただし総務省の

立場を忖度して財政再建債の要望を出さなかったことは、北海道庁の腰の引けた姿

勢を物語っている。 

 

 

 3. 財政再建計画の素案 
 

 夕張市の財政再建の「基本的枠組み案」をめぐり論議が進展するにしたがい、メディア

も含めて世論は一転して、夕張市を何とか救うべきとの声が高まってきた。また４月の道

知事選挙をめぐって民主党の知事候補が夕張支援のため公的資金の投入を呼びかける趣旨

の発言を行ったことなどから現職知事が新たな支援策を打ち出すなど、ようやく政治が動

き出した。各党の代表が相次いで夕張市現地を訪ね激励や声援をおくるようになった。こ

れらの情勢の変化を受けて北海道庁は、次のとおり新たな支援策を打ち出した。 

 

(１) 北海道庁の新たな支援策 

  ① 360億円の資金融資 

    北海道庁は、「夕張市の財政再建と地域活性化に向けた道としての支援策」を公

表した（2007.1.26）。北海道庁は、財政再建期間の短縮を図るために、赤字相当

額360億円を夕張市に貸し付ける決断をした。貸し付け利率は0.5％とし、利子軽減

分は道が負担し、国に財政支援を要請することとした。夕張市は、この北海道庁か

らの貸付金により３月末までに一時借入金を一括償還することになる。民間金融機

関からの一時借入金の利率1.5％との利差１％分は北海道庁が負担することとした。

北海道庁は、この貸付金の資金について公的資金からの借り入れができなければ民

間金融機関からの借り入れで調達することになろう。菅総務大臣は、「道の支援に

対して国が支援するかたちにしたい」（北海道新聞、2007.1.30）と述べており、

この北海道庁の利差負担、民間金融機関から借り入れの利子等については国が特別

交付税で財政支援措置を講じるべきである。 

    また総務省は、今国会で「地方公共団体の財政の健全化に関する法律案」を提案

しているが、この法案が成立すれば「再生振替特例債」（赤字地方債）が認められ

ることになり、夕張市がその適用第１号になろう。そうなれば北海道庁からの資金

借入れ分360億円は地方債に振り替え償還していくことになる。その際、既に指摘
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したように国は公的資金でこの地方債を引き受け、償還期間の延長を図るとともに

利子分についての特別交付税等による思い切った財政支援措置を発動する必要があ

ろう。しかしこの法案では「再生振替特例債」はあくまで財政再建期間内の償還を

義務づけており、これでは夕張市の財政再建の厳しさを軽減することはできない。 

  ② 人材支援 

    市職員の大量退職が出ているため、a)道による建築確認事務の実施、b)管理職・

専門職についての道職員派遣、c)専門職員についての他の市町村への協力要請など

を行うことになった。 

  ③ 医療・交通・除雪・雇用支援 

    北海道庁は次のとおりの具体的な支援策を決めた（図表23「市民生活・地域経済

への影響緩和策」を参照）。 

 

図表23 市民生活・地域経済への影響緩和策 

 

項  目 金  額 備     考 

医療費 援助 36032千円 老人、１人親家庭、乳幼児、重度身障者医療費の補助 

バス路線確保 3226千円 市単独のバス路線確保のための補助 

道路除雪援助 20000千円 旧道道３路線の除雪援助 

雇 用 対 策 1658千円 雇用推進委員の配置、総合相談会の開催等 

   出所）「夕張市の財政再建と地域活性化に向けた道としての支援策」より作成。 

 

  ④ 市民活動支援 

    市民生活の維持等を図る事業に対する補助基準の弾力化、優先的対応を図る。産

炭地地域活性化戦略会議の開催等の取り組みを行う。 

 

(２) 財政再建計画素案 

   夕張市は北海道庁の新たな支援策の決定を受けて、同日「夕張市財政再建計画素

案」を公表した（2007.1.26）。これは事実上北海道庁の管理下で策定したものであ

る。 

  ① 再建期間中に解消すべき赤字額を約353億円とした（図表24「解消すべき赤字

額」を参照）。 

  ② 財政再建期間は、2007年度から2024年度までの18年間とした。 
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図表24 解消すべき赤字額 

 

内     訳 金  額 

一般会計・住宅管理会計赤字額 60億円 

空知産炭地域総合発展基金の一括償還 14億円 

土地開発公社からの用地取得に係る未払い金 ９億円 

夕張木炭製造への貸付未収金 16億円 

病院事業会計閉鎖に伴う累積債務精算 45億円 

観光事業会計閉鎖に伴う累積債務精算 186億円 

造成事業会計閉鎖に伴う累積債務精算 23億円 

        注）再建計画案の策定までに数値の移動がある。 
 

 

  ③ 財政再建の基本方針は、全国で最も効率的な行政水準、市税・使用料の増収によ

る歳入確保、高齢者・子育て・教育への配慮などとした。 

  ④ 具体的な実施内容は、図表21「夕張市の歳出削減・歳入増の一覧」で検討してい

る歳入措置、歳出削減措置が殆どそのまま踏襲されている。 

    ただし以下の項目は、世論の批判を受けて、一定の見直しが行われることになった｡ 

   a) 高齢者敬老パス、老人福祉会館、公衆トイレ等は見直しの上継続する。 

   b) 保育料は３年間据え置き引き上げる。小学校統合は今年度中に検討する、中学

校は１校に統合する。スイミングセンターは夏季期間中は継続する。 

   c) 地域の集会施設は必要最小限のものは一定の見直しの上継続する。 

   d) バス路線補助は継続する。福祉バス確保など市内交通体系を今年度中に見直す。 

   e) 文化スポーツセンター、平和運動公園、図書館、美術館は見直しの上継続する。 

 

(３) 財政再建素案の検討 

  ① 毎年度赤字解消額10億円～36億円 

    財政再建の初年度の2007年度の歳入約83億円のうち赤字解消額は約15億円で18％

程度を占めるが最終年度の2024年度の歳入57億円のうち赤字解消額は36億円で約

60％を占めることになり、前代未聞の厳しい再建計画であることが分かる（図表25

－１「夕張市の『再建素案』と『再建計画』の比較」、図表25－４「再建素案と再

建計画の赤字解消額比較」を参照）。 
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図表25－１ 夕張市の「再建素案」と「再建計画」の比較 

 
 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 

歳入総額(計画) 10969748 22980601 9253157 8279689 8824672 8542692 7636951 7414418 7135840 6956430 

歳出総額(計画) 12618853 58313949 43111247 41072893 40602999 39962973 36618445 34820071 32924892 30945493 

実質収支額(計画) -1649105 -35333348 -33858090 -32793210 -31778327 -30400281 -28981495 -27405653 -25789052 -23989063 

 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 

歳入合計(素案) 10286140 23089000 8306000 8536000 9402000 8806000 7731000 7617000 7325000 7268000 

歳出合計(素案) 11140489 56845000 6830000 7134000 8437000 7602000 6569000 6531000 6147000 5993000 

累積赤字額(素案) -855985 -35299000 -33823000 -32421000 -31456000 -30252000 -29090000 -28004000 -26826000 -25551000 

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

歳入総額(計画) 6749194 6431488 6244095 6140426 6075117 5971919 5715077 5401076 5305996 5184109 

歳出総額(計画) 28834600 26734601 24243605 21793557 19324413 16627870 13875878 10821129 7780024 4722049 

実質収支額(計画) -22085406 -20303113 -17999510 -15653140 -13248295 -10655951 -8161801 -5360053 -2483028 462060 

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

歳入合計(素案) 7077000 6713000 6392000 6332000 6290000 6243000 6012000 5832000 5752000 5673000 

歳出合計(素案) 5728000 5430000 4426000 3958000 3612000 3302000 3051000 2470000 2237000 2040000 

累積赤字額(素案) -24202000 -22919000 -20953000 -18579000 -15901000 -12960000 -9999000 -6637000 -3122000 511000 

出所）夕張市財政再建計画素案（2007.1.26)、夕張市財政再建計画書案（2007.2.22)、単位／千円 

 

  ② 歳入見込 

    歳入見込額は、2007年度約83億円から一貫して減少し、2024年度には約56億円ま

で落ち込んでしまう。この内容を見ると地方交付税が約45億円から約27億円に激減

してしまうことにある。また国・道支出金も約11億円から約８億円に減額される。

地方交付税は、基準財政収入額－基準財政需要額の差し引きで計算され、基準財政

需要額は単位費用×測定単位数値（人口等）×補正係数で計算される。夕張市の度

の過ぎた財政再建計画案が公表されて以来、人口流出が相次いでいるため、上の計

算式で見ると測定単位数値が減少し、基準財政需要額が激減する結果、地方交付税

が減少していることもある。また人口減少は住民税等の地方税の減収の原因ともな

る（図表25－２「再建素案と再建計画の歳入比較」）。 

  ③ 歳出計画 

    2007年度約68億円から2024年度約20億円まで約３分の１に削減される。歳出が２

分の１程度になる2018年度以降は、これでは事実上市民生活、自治体サービス等は

重大な支障を来すことも予測される。いずれ財政再建計画の根本的見直しは避けら

れない（図表25－３「再建素案と再建計画の歳出比較」）。 
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図表25－２ 再建素案と再建計画の歳入比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表25－３ 再建素案と再建計画の歳出比較 
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図表25－４ 再建素案と再建計画の赤字解消額比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 財政再建計画 

   夕張市は、この素案に基づき財政再建計画を策定し、２月22日計画案を道庁、総務

省に示し、総務省は３月６日この財政再建計画に同意した。この再建計画と再建素案

を比較すると、歳入面では余り変わらないが、歳出面では大きな変化が伺える。同様

に厳しい歳出削減を行っているが、計画の方が歳出削減を緩和している（図表26－１

「夕張市の財政再建計画」を参照）。これは北海道庁が夕張市の一時借入金約360億

円を肩代わりしたため、2007年度の急激な歳出削減を大幅に緩和し、各年度に割り

振ったためである。再建期間の最終年度の2024年度の歳出規模は、素案では約20億円

であったが、計画では約47億円に緩和されている。 

   地方税収入は、2007年度の約11億円が増税によってピーク時の2014年度には約19億

円となる。地方交付税は2007年度の約45億円から2024年度には約22億円に半減する。

地方交付税総額は、毎年度ごとに地方財政対策、地方財政計画で決定されるため、18

年先の地方交付税を正確に見込むことは誰もできない。地方交付税額は極めて不確定

な数値であることに留意が必要である。道支出金は2007年度約11億円から2024年度約

４億円の半分以下に削減されるが、道単独分の支出金は削減せず、高齢者・子供達の
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生活に直結する分野に対する思い切った財政支援を継続すべきである。地方債は、

2007年度の約２億円が2014年度からはゼロになる（図表26－２「夕張市財政再建計画

の歳入」を参照）。 

 

図表26－１ 夕張市の財政再建計画 

 
 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 

税  収  入 946722 942774 1142573 1123215 1039166 1074729 1056582 1027370 1011230 1938086 

地 方 譲 与税 144426 187748 92087 92087 92087 92087 92087 92087 92087 92087 

地 方 交 付税 4360227 4239862 4473634 4382161 4350413 4296291 3987774 3952888 3905807 3060447 

道 支 出 金 1251946 1119048 1101914 1023275 1185955 1171725 913641 863599 852414 794779 

繰  入  金 29101 198641 9139 2812 2812 2596 1761 1769 0 0 

地  方  債 1148400 2587600 245000 239900 925600 750400 475000 380000 190000 0 

そ  の  他 3088926 13704928 2188810 1416239 1174659 1154854 1110105 1096723 1084302 1072037 

 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 

人  件  費 2435000 4347514 747478 837851 988055 568113 575954 630413 606762 613839 

物  件  費 1081349 950392 722027 771349 637771 568813 506100 470016 485318 447213 

維 持 補 修費 522224 504566 378672 361884 358951 344302 327041 315506 289144 288013 

扶  助  費 1414943 1463622 1472577 1377720 1287879 1235918 1184095 1132042 1080118 1028081 

建 設 事 業費 1299379 4673757 1129313 789092 1560793 1393379 769251 507013 307013 107013 

公  債  費 2328876 3841034 2277447 2169325 1631295 1730839 1547692 1506027 1488754 1448535 

繰  出  金 386320 22523438 754913 658045 646768 657002 650582 635818 633779 625644 

そ  の  他 3140762 20009646 35528820 34107633 33491497 32444607 31057731 29623236 28024004 26387139 

  2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

税 収 入 1861420 1809903 1762208 1704856 1590847 1646138 1611060 1569944 1529677 1487510 

地 方 譲 与税 92087 92087 92087 92087 92087 92087 92087 92087 92087 92087 

地 方 交 付税 2966980 2778401 2677972 2676016 2655923 2654866 2470607 2289892 2220564 2185407 

道 支 出 金 769866 724143 688799 646156 624555 568930 547036 517693 474927 432609 

繰 入 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

地 方 債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

そ の 他 1058841 1026954 1023029 1021308 1012705 1009898 994288 991460 988741 986496 

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

人 件 費 623927 632294 639857 646034 675594 660749 579935 581389 586777 573468 

物 件 費 451387 424244 410496 394341 383878 371754 362493 350591 340546 333864 

維 持 補 修費 264089 253424 237629 222600 207400 192200 177000 161900 146700 131500 

扶 助 費 936201 924238 872020 820283 768285 716453 664423 612553 560517 508508 

建 設 事 業費 107013 103013 103013 130013 103013 103013 103013 65199 27385 18692 

公 債 費 1223951 1162586 1060157 1005391 935123 752455 656279 322294 209613 123534 

繰 出 金 606990 574752 537299 524970 514352 505525 497758 485376 477407 472030 

そ の 他 24581042 22660050 20383139 18075935 15735768 13325721 10735977 8261827 5440079 2560453 

出所）夕張市財政再建計画書案（2007.2.22）、単位／千円 
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   人件費は、2005年度約24億円、2006年度約43億円など退職者の退職金支払いなどで

一時的に高まるが、2007年度約７億円、2024年度約６億円まで急激かつ大幅に削減さ

れる。扶助費は2007年度約15億円が2024年度の約５億円まで３分の１まで削減される。

これでは生活保護者等に死ねというに等しいことになろう。犠牲者が出た場合には、

北海道庁、国の責任は厳しく問われることになろう。 

   普通建設事業費は、2007年度の約11億円が2024年度には約２千万円まで削減される。

貸付金などその他の歳出は、2007年度の約360億円が2024年度には約26億円まで削減

される（図表26－３「夕張市財政再建計画の歳出」を参照）。これがほぼ実質赤字額

の削減となる。 

 

図表26－２ 夕張市財政再建計画の歳入 
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図表26－３ 夕張市財政再建計画の歳出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 4. 夕張市の財政破綻を契機にした新たな「地方財政健全化法｣ 
 

 現行の地方財政システムでは、自治体の発行する地方債については、地方財政計画、地

方交付税制度により、その元利償還金に対する財源保障が行われており、また地方債に対

する国、都道府県の従来の許可制、2006年度からの協議制に基づく規制が実施されており、

その限りで財政破綻の生じる余地はない。 

 また地方債の協議制の外側で完全に自由発行となる地方債が全くない状況の下では、地

方債残高の増大による財政破綻は考えられない。ただし自治体の債務負担行為、第三セク

ター等他会計の債務に対しては財源保障は行われておらず、これらを理由とした財政破綻

はありうる。 

 夕張市の場合は既に見たようにケタ違いの一時借入金をヤミ起債的に運用した結果、膨

大な実質赤字を抱え込み財政破綻となったが、これは極めて特異な事例である。夕張市の

例を一般化するのは適当ではない。 

 現行の地方財政の健全化を計るための財政指標は、普通会計、公営企業会計などに限定
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されており、しかも毎年度のフローの数値の健全性確保に限定されており、他会計のス

トックの数値の健全性確保は事実上対象外とされてきた。しかし普通会計の財政は健全で

あるが、下水道・病院などの公営企業会計、競馬・競輪など収益事業会計、リゾート開発

などの第三セクター等の他会計が累積赤字を抱え込んで四苦八苦しているところが多いの

が実情である。 

 バブル崩壊後の国の公共事業中心の景気拡大政策は、補助事業のみならず地方の投資的

単独事業を地方債の増発を財源にして大盤振る舞いしてきた。その際、国は地方債の「交

付税措置」を餌に自治体の過剰投資を半ば強制的に実施させてきた。自治体は、地域総合

整備事業債などの交付税措置を有利として、普通会計のみならず第三セクター等をフル動

員して財政の身の丈以上の過剰投資を強いられてきたのである。国は、景気回復とともに、

今度は財政難を理由に公共事業費、地方単独事業費を大幅カットし、地方交付税、地方債

を大幅削減したため、「交付税措置」の実質的効果は雲散霧消し、借金だけが地方に残さ

れる結果となった。国は借金を地方に負わせて食い逃げしたといえよう。 

 こうした中、経済財政諮問会議、21世紀ビジョン懇談会、新しい地方財政再生制度研究

会が、地方６団体に対して、地方財政計画の廃止、地方交付税の人口・面積配分や住民税

１人あたり平均額に基づく配分、地方債資金の民間資金による完全調達などを強引に押し

つけようとし、また地方債の債務調整（債権放棄）や民間並みの破産法を導入させようと

してきた。総務省は、これらに対抗するため、夕張市の財政破綻を好機として、普通会計

以外の他会計を包括し、フロー・ストックの両面からの財政健全化に乗り出すことになっ

たといえよう。 

 こうして総務省は、現行の地方財政再建特別措置法（以下、旧法と略称）の廃止の上で、

新たに「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」を今国会で成立させようとしている。 

 この法律は、①地方公共団体の財政の健全性に関する比率を公表する、②当該比率に応

じて、地方公共団体が財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の経営の健全化を

図るための計画を策定する、③当該計画の実施の促進を図るための行財政上の措置を講ず

る、④これにより地方公共団体の財政の健全化に資する等を目的にしている（同法第１条）｡ 

 

(１) 財政健全化判断比率の公表 

   都道府県、市町村、特別区は毎年度、以下の「財政健全化判断比率」を監査委員の

審査に附した上で議会に報告し、公表することになった。それぞれの比率を何％に設

定するかによって自治体の財政運営に大きな影響を及ぼすことになる。自治体の財政
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運営の実態にそぐわない度の過ぎた比率設定は、国又は、都道府県の自治体予算編成

権に対する侵害となり、自治体財政運営のいたずらな障害となるだけであり、厳に慎

まなければならない。 

   また監査委員の審査が前提とされているが、都道府県、政令指定都市等では公認会

計士など専門家が監査委員となっているが、その他の市町村では専門家の配置が少ない

ため、首長の提示する財政健全化判断比率をそのまま鵜呑みにすることも考えられる｡ 

  ① 実質赤字比率 

    従来の実質収支の赤字比率のことであり、旧法の政令では都道府県は－５％、市

町村は－20％になると財政再建団体の準用指定を受けない場合は、災害復旧等を除

き地方債の発行を制限されることになっていた。一般会計を中心に一部の特別会計

等の普通会計が含まれる。 

  ② 連結実質赤字比率 

    実質赤字比率の適用を普通会計以外の、収益事業会計等、国民健康保険・介護保

険等の特別会計、地方公営企業法の非適用の公営企業会計、地方公営企業法の適用

公営企業などに拡大し連結させた新たな指標である。これらが普通会計と同様に都

道府県で－５％、市町村で－20％の範囲内で定められるかどうかが注目される。 

  ③ 実質公債費比率 

    総務省が2006年度から地方債制限比率の代わりに導入したものである。まず都道

府県の－５％、市町村の－20％の実質収支比率の赤字比率の２分の１をベースに、

都道府県、政令指定都市など標準財政規模500億円以上の都市で－2.5％、200億円

以上で－５％、50億円以下で－10％をそれぞれ上回った場合は早期是正措置として、

地方債発行を協議制から許可対象にするものである。 

    また実質公債費比率が18％を上回る場合は許可制の対象とされるようになった。赤

字公営企業は10％以上が許可制の対象となる。25％以上35％未満では一般単独事業債

が不許可、35％以上では一般単独事業債、一般公共事業債等が不許可になっている｡ 

  ④ 将来負担比率 

    普通会計、収益事業会計、国民健康保険・介護保険等の特別会計、地方公営企業

法の非適用・適用企業会計、一部事務組合、地方公社・第三セクター等の他会計の

実質的負債の標準財政規模に対する比率である。この新たな比率の設定は、ほとん

どすべての会計にまたがり、かつフロー・ストックの実質的債務をカバーするもの

で、自治体の財政運営上一番の問題となろう。 
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    分母は標準財政規模であるが、分子には実質的負債として、a)一般会計等の地方

債残高、b)債務負担行為（公共事業関係）、c)特別会計の地方債元金償還のための

一般会計からの繰入額、d)一部事務組合、地方開発事業団の地方債元金償還のため

の一般会計の負担金額・補助金額、e)地方公共団体の職員、小中高校の教職員が全

員退職したと仮定した場合の退職金、f)第三セクター等に対する債務負担行為額が

算入される。 

    ちなみに将来負担比率をマクロの数値で推計してみる。地方債残高140兆円、公

営企業債残高60兆円、事業債残高６千億円、債務負担行為額12兆円、繰出金（公債

費分）２兆円、退職金42兆円、連結実質赤字額５千億円などの債務から、積立金13

兆円、交付税の事業費補正算入分３兆円、交付税の基準財政需要額の公債費算入分

４兆円を差し引いた実質的債務を、標準財政規模43兆円で割ると大体5.6倍程度に

なる（2004年度決算数値等）。将来負担比率は標準財政規模の500％程度前後で定

めれば十分であろう（図表26－４「将来負担比率の推計」を参照）。ただし公債費

の交付税算入分４兆円を除外すると数値が若干変動する。 

    しかし本当は、地方債残高140兆円についても地方財政計画、地方交付税による

財源保障が行われており、これも実質負債額から控除すべきであるが、そうなると

実質的負債が118兆円程度に縮小し、将来負担比率は2.8倍程度になってしまうため、

将来負担比率を設定した意味がなくなってしまうことから、控除されていない。 

 

(２) 財政の早期健全化 

   上記の①～④の財政健全化判断比率のうちいずれかが「早期健全化基準」以上の場

合は、財政状況が悪化した要因の分析結果を踏まえ、必要最小限度期間内に、①～④

の財政健全化判断比率を早期健全化基準未満とすることを目標に、「財政健全化計

画」を定めることになった。財政健全化計画だけではなく、以下の財政再生計画、公

営企業経営健全化計画でも財政悪化の要因分析で、国の責任か、地方の責任か、人件

費か過剰投資かを明らかにする必要がある。旧法ではこれら要因分析は義務づけられ

ておらず、責任の所在が不明確であった。 

   財政健全化計画は、議会の議決で定め、速やかに公表し、総務大臣、都道府県知事

に報告し、全国的情報として公開する。毎年度、実施状況を議会に報告し公表するこ

とになっている。 

   財政健全化計画の実施状況を踏まえ、早期健全化が著しく困難であると認める場合
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は、総務大臣、都道府県知事は必要な勧告を行うことができる。 

 

図表26－４ 将来負担比率の推計 

 
項    目 内  訳 金額（千円） 備     考 

都 道 府 県 79168889977 2004年度末現在高 

地 方 債 現 在 高 
市  町  村 61582734838

2004年度末現在高、特別区・事

務組合含む 

公営企業債現在高 全  事  業 60947739000 地方公営企業法の適用・非適用 

都 道 府 県 140255212 公立大病院、収益事業会計等 

事 業 債 現 在 高 
市  町  村 509405317

国保・介護・公立大病院・収益

事業等 

都 道 府 県 5371859254 2005年度以降支出予定額 
債 務 負 担 行 為 

市  町  村 6658197095 2005年度以降支出予定額 

都 道 府 県 166463664 公債費財源繰出 
繰出金（法非適公営企業） 

市  町  村 970445526 公債費財源繰出 

都 道 府 県 232692730 公債費財源繰出 
繰出金（法適公営企業） 

市  町  村 578452014 公債費財源繰出 

退   職   金 全 自 治 体 41516200000
１人あたり平均額1565万６千円､ 

2651778人 

全 自 治 体 59204000 実質収支赤字額 

法 非 適 企 業 346971000 実質資金不足額 

法 適 企 業 106369000 実質収支赤字額 

収 益 事 業 19442963 実質収支赤字額 

連結実質赤字額 

第三セクター等 178300000 赤字法人数3019（38％） 

  実質的債務合計   Ａ  258553621590  

都 道 府 県 3786301411 2004年度現在高 
積 立 金 現 在 高 

市  町  村 9248827223
2004年度現在高、特別区・事務

組合含む 

都 道 府 県 1172600000 交付・不交付団体一本算定 
交付税算入（事業費補正） 

市  町  村 2006400000 交付・不交付団体一本算定 

都 道 府 県 2249800000 交付・不交付団体一本算定 
交付税算入（公債費算入） 

市  町  村 2096300000 交付・不交付団体一本算定 

  差引額合計     Ｂ  20560228634  

基準財政収入額 25680000000 交付・不交付団体一本算定 

地 方 譲 与 税 1164100000   標 準 財 政 規 模 

普 通 交 付 税 15936800000 交付・不交付団体一本算定 

  標準財政規模合計  Ｃ  42780900000   

将来負担比率（Ａ－Ｂ）／Ｃ  5.56   

出所）2004年度地方財政統計年報、2004年度地方交付税等関係計数資料、2004年度地方公務員給与

実態調査結果、第三セクター等調査（2006.3.31、総務省） 
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(３) 財政の再生 

   財政健全化判断比率①～③のいずれかが「財政再生基準」以上の場合は、財政状況

が著しく悪化した要因の分析結果を踏まえ、必要最小限度期間内に、①～④の財政健

全化判断比率を早期健全化基準未満とすることを目標に、また後述の再生振替特例債

の償還完了を目標に、「財政再生計画」（旧法では財政再建計画）を定めることに

なった。財政再生計画は、議会の議決で定め、速やかに公表し、総務大臣と協議し、

その同意を求めることになった。財政再生計画は、毎年度実施状況を議会に報告し公

表することになっている。財政再生計画の総務大臣の同意がないと災害復旧以外の地

方債は発行できなくなっている。 

   総務大臣の同意を得た場合は、総務大臣の許可により、償還年限が財政再生期間内

の地方債（再生振替特例債）を発行できることになった。「再生振替特例債」は、収

支不足額を地方債に振り替えるものであり、実質赤字比率か連結赤字比率（早期健全

化基準の数値を控除したもの）か、いずれか大きい数値を標準財政規模に乗じた額で

ある。夕張市は353億円の実質赤字を北海道庁の一時借入金でしのいでいるが、この

法律施行とともに再生振替特例債の発行に切り替えることも可能になる。 

   総務大臣の同意基準も公表される。再生振替特例債の資金に対する配慮等、財政再

生計画の円滑実施について国、他の地方公共団体は適切に配慮することになっている。

この資金等に対する配慮の中には、政府資金による引き受けのみならず、元利償還金

の特別交付税等による利子補給などが含まれるべきである。 

   財政再生団体の財政運営が計画に適合しないと認められる場合には、総務大臣は、

予算の変更等必要な措置を勧告できることになった。この勧告を受けた財政再生団体

の長は、当該勧告に基づいて講じた措置について総務大臣に報告しなければならない

とされているが、これは地方自治法第245条の４（技術的名助言及び勧告等）、同法

第247条（助言等の方式等）の関与の原則、手続きを逸脱した関与強化となっている。 

   公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業ごとに「資金不足比率」を

監査委員の審査に附した上で、議会に報告し公表する。これが「経営健全化基準」以

上の場合は、経営が悪化した要因の分析結果を踏まえ、「経営健全化計画」を定めな

ければならないとされている。 

   地方公共団体の長は、財政健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合

は、個別外部監査契約に基づく監査を求めなければならないとされている。これは市

町村では公認会計士などの監査委員としての配置が未実施であることを考慮したもの
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であろう。 

   財政健全化判断比率は公布１年以内、その他の規定は2008年度決算に基づく措置か

ら適用になっている。２年間で自治体の自主的な財政健全化の進展を狙ったものであ

ろう。 

   従来、財政健全化計画は財政健全化債の発行と前提条件として、総務省次官通達で

定められていたが、今回初めて法律の定めによって策定を義務づけられることになっ

た。この面では、国の関与が強まったといってよいだろう。 

 

 

 おわりに 
 

 夕張市の財政再建は今後18年間続けられていくが、すでに見たようにこの厳しい再建計

画で果たして人々の生活と暮らしが成り立っていくかどうか極めて危ぶまれる。2008年度

には地方財政健全化法も施行される。一方今の景気回復、税源移譲、定率減税廃止などに

よる地方税収は戦後初めて40兆円をはるかに超えた空前の増収となっている、地方交付税

の年初・年度途中の増収も引き続き期待できる。こうしたマクロの地方財政の好況を背景

に、国は夕張市に対する思い切った財政支援を実施し、財政再建計画の抜本見直しを行い、

夕張市民の地域での生活の持続可能性を高めていく必要があろう。 

（たかぎ けんじ (財)地方自治総合研究所研究員） 
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